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　兵庫県加古川市は、兵庫県の南部に位置し
ており、兵庫県下最大の一級河川「加古川」
が市の中央部を流れ、水と緑に恵まれた自然
と歴史にあふれる人口約25万人の都市です。
　「加古川」の恵みと、おだやかな気候が特徴
で、市の北部は豊かな自然に恵まれ、中部・
南部は商業・サービス業が集積し、生活利便
性が高く、大阪・神戸に通勤できるベッドタ
ウンとしての側面も有しています。
　海岸線には、播磨臨海工業地帯の一翼を担っ
ているわが国有数の鉄鋼工場があり、内陸部
には伝統を活かした靴下、建具など特色のあ
る地場産業が営まれています。
　また、国宝及び多数の文化財を所有する鶴
林寺や、標高は約304mと低いながらもその端
正な山容から「播磨富士」とも呼ばれている
高
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、70年以上の歴史を持つご当地グル
メ「かつめし」など、歴史・文化・自然が調
和したまちです。

デジタル技術を活用した安全・安心
のまちづくり（スマートシティの取
り組み）
　本市では、2015年に策定、2021年３月に改
定した「まち・ひと・しごと創生総合戦略」
において、「子育て施策のさらなる充実」「し
ごと（働く場）の創出」「地域活力のさらなる
向上」を重点施策としています。
　この戦略の一つである「暮らしの安全・安
心を守り、地域連携を強化する」を実現する
ために、2017年から２か年かけて、小学校の
通学路や学校周辺、公園周辺を中心に約1,500
台の見守りカメラ（防犯カメラ）を整備し、
子どもや高齢者の安全を見守る地域コミュニ
ティの強化に取り組んできました。
（1）見守りカメラの設置

　見守りカメラの設置前は、刑法犯認知件数
や認知症高齢者の行方不明事案が多く発生し、
住民の実感以上に対外的には治安が悪い印象
を持たれる状況にありました。
　住民の安全・安心へのニーズの高まりへの
対策として、子育て世代や高齢者が安心でき
る生活を実現するため、約1,500台の見守りカ
メラを設置しました。設置・運用にあたっては、
地域の理解を得るために、市内12か所でオー
プンミーティングを開催し、市長自らが住民
と対話するとともに、市民アンケートを活用
しながら、運用ルールや設置目的を明確にし、
個人情報保護の観点から画像データの外部提
供に制限を設けるなど、住民の理解が得られ
る仕組みづくりを行ってきました。
　2022年度には、デジタル田園都市国家構想
推進交付金（デジタル実装タイプ（TYPE2））
を活用し、AI機能を備えた高度化見守りカメ
ラを導入しました。これらのカメラは異常音
検知、車両接近通知の機能を活用し、犯罪や
交通事故の未然防止の仕組みを強化するとと
もに、取得した人流データ等を利活用したま
ちづくりを行っています。
（2）見守りサービス
　本市では、子どもや認知機能の低下により
行方不明になるリスクのある方々を見守るた
め、BLEタグを用いた「見守りサービス」を
提供しています。BLEタグは、市内に設置さ
れた約1,500台の見守りカメラや市が提供す
る「かこがわアプリ」、公用車、郵便車両に搭
載された検知器によって検知でき、その位置
情報履歴を保護者やご家族にお知らせし、万
が一の行方不明時に迅速に対応できるように
なっています。
　このサービスは、官民協働事業の一環とし
て実施しており、市が市内全域で7,000か所以

加古川市におけるデジタルネイティブ
が参加しやすいまちづくり
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上の検知ポイントを設け、広範囲にわたる見
守りネットワークを構築し、複数の事業者が
タグと位置情報を確認するアプリを提供して
います。
　このように、市内に検知器の設置を進めな
がら、市内で行方不明になったとしても検知
される状況をつくってきています。しかし、
市境を越えて市外に行ってしまった場合には、
たちまち検知ができなくなることが想定され
ることから、広域的に検知ポイントを増やす
ことを目指し、検知機能を備えた「広域見守
り検知アプリ」を構築し、2024年度からの導
入を計画しています。
（3）スマートシティの成果
　少子高齢化が進行し、生産年齢人口が減少
する中で、社会保障費の増加やインフラの維持
管理費用の確保が大きな課題となっており、よ
り効率的なまちづくりが重要視されています。
　このような背景のもと、加古川市は市民の
安全と安心を守る手段としてデジタル技術を
活用し、見守りカメラの設置やデータ連携基
盤（プラットフォーム）を構築しました。
　地域住民の理解と協力を得て見守りカメラ
を設置した結果、刑法犯認知件数がカメラ設
置前の2017年には2,926件だったものが、設置
後５年が経過した2022年には1,699件にまで大
幅に減少（設置前と比較して約4割、1,277件減）
しました。
　2021年には、国土交通省との連携のもと、
3D都市モデルを使用して見守りカメラが捉え

る範囲を可視化し、地図上で犯罪発生箇所と
重ね合わせることで、カメラの死角に犯罪が
発生していないかを確認しています。さらに、
防犯灯の設置状況や警察への画像提供件数、
人流データも組み合わせて分析し、防犯効果
の検証を行いました。特に、駅周辺の９つの
小学校区、約500台の見守りカメラを対象に検
証を実施した結果、前述した高度化見守りカ
メラの設置場所を決定する際の重要な参考情
報として活用することができています。【図１】

加古川市版Decidimの導入
（1）加古川市スマートシティ構想の策定
　様々な市の課題をデジタル技術を活用して
解決するとともに、市民の誰もがその豊かさ
を享受することで生活の質を向上させ、ひい
ては市民満足度の向上を目的とするスマート
シティを目指すため、2021年度から2026年度
までを期間とする「加古川市スマートシティ
構想」を2021年３月に策定しました。
　加古川市スマートシティ構想の策定にあ
たっては、スマートシティの主役となる市民
の意見を可能な限り反映するため、一般社団
法人コード・フォー・ジャパン（以下、「CfJ」）
と協働で、様々なステークホルダーに参画い
ただき、構想案について議論する場として、
市民参加型合意形成プラットフォーム（加古
川市版Decidim（デシディム）、以下「Decidim」）
をオンライン上に立ち上げました。
　Decidimは、「自分たちで決める」を意味す
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図１　次世代見守りサービスのリニューアル検討に係る実証
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るカタルーニャ語にちなんで、2016年にバル
セロナで誕生したオープンソースの参加型民
主主義プラットフォームです。
　オンラインで多様な市民の意見を集め、議
論を集約し、政策に結びつけていくための機
能を備えているツールの一つであり、国内で
は本市が初めての導入事例となります。
　Decidimは、計画策定までの議論やデータ
が可視化されるため、参加者が納得できる最
適解を導き出すことが可能となっており、オ
ンライン（デジタルな参加）とオフライン（会
議・ワークショップへの物理的な参加）を融
合させながら、議論を活性化させることに加
えて、デジタルデバイドの解消・幅広い世代
の政治参画の実現が期待できます。
　また、コロナ禍において、市民を集めたワー
クショップの開催は困難な状況が続いていま
した。これまでオフラインイベントに参加し
たくても時間の制約から参加がかなわなかっ
た、子育て世代をはじめとするサイレントマ
ジョリティの意見をいかに拾い上げるかとい
うことは、行政の大きな課題となっていました。
　さらに、スマートシティの推進において
は、スマートシティが単なる先進技術の導入
を目的としたものになっているのではないか
といった課題感があったため、CfJの皆さん
と意見を交換する中で、加古川市スマート
シティ構想を策定する意見収集ツールとして
Decidimを試験的に導入することとしました。
　本市の岡田市長も「オープン＆チャレンジ」
をスローガンに掲げ、市政運営を行っている
ことから、市長自身も将来、市民生活の中に
当たり前に存在するものになるのではないか
と感じられ、Decidimの導入にいたっています。
　加古川市スマートシティ構想の策定にあ
たっては、2020年10月末から2021年１月まで
の期間において、Decidimを活用しながらオ
ンラインでの議論を行い、その間に２回のオ
フラインミーティングを実施し、議論を収束
させていきました。その後、２月にパブリッ
クコメントを実施し、３月に構想を策定しま
した。
　稼働後、約２か月間で計196名のユーザーか
ら261件の投稿があり、参加者の約４割が10代
であったことから、若い世代の市政参画にも

寄与しています。（2023年12月末時点の参加者
数は2,735名）
　本市におけるDecidim活用の特徴として、
単なるオンラインツールとして活用するので
はなく、オフラインミーティングと組み合わ
せることにも工夫をしています。【図２】

（2）かわまちづくり
　本市では現在、JR加古川駅から歩いて行く
ことができる県下最大の一級河川・加古川の
豊かな水辺空間を地域資源として、“かわ空間”
と“まち空間”が融合した良好な空間形成を
目指し、加古川の河川敷ににぎわいを創出す
るため、国・県・市・市民活動団体・市民等
の様々な主体が協働し『かわまちづくり』を
進めています。
　本プロジェクトは、シンポジウムの開催
や3回に及ぶワークショップの実施に加え、
Decidim上において「河川敷のにぎわいづく
り」をテーマに、2021年６月１日から７月30
日までのアイデア発信フェーズ、さらに８月
24日から10月21日までのアイデア検討フェー
ズにおいて、様々な意見やアイデアをいただ
き議論を深めてきたところです。
　また、既に河川敷を利用している方のニー
ズや、近隣にある大型商業施設の利用者の河
川敷に対する意識を把握するためにアンケー
ト調査も行い、これまで開催してきたシンポ
ジウムやワークショップ、Decidim等でいた
だいた市民等のアイデアや意見を盛り込み、
2022年３月に「加古川市かわまちづくり計画」
を策定し、2022年８月には国土交通省の「か
わまちづくり支援制度」に登録されました。
　2021年度からは、加古川の魅力的なにぎわ
い空間の創出を目的として、河川敷が有する
ポテンシャルとロケーションを活かし、市民
が楽しめるイベント等の実施を応援する補助
制度を市が創設し、数多くのイベントが開催
されています。加古川に触れ、親しむことで
地元への愛着や誇りが醸成されること、さら
に、駅に程近い場所に広がる大自然を活かし
た他の地域にはない魅力を発信することで、
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図２　Decidimの導入
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本市の課題である若年層の転出超過に歯止め
をかけ、関係人口や交流人口の増加にも期待
しているところです。
（3）複合施設の愛称決定
　2022年４月に開設された公民館と子育て
支援施設の複合施設の愛称を決定する際に、
Decidimの投票機能を活用しました。
　クラウドソーシングを活用して募集した約
400件の愛称候補の中から事務局で９案に絞
り、その中からDecidimを活用して３つに絞
り込みました。その後、地域の回覧板や市役
所のロビーなどでシールによる投票を実施す
るなど、オンラインツールだけでなく従来の
方法（オフライン）も組み合わせながら愛称
を決定していきました。
　愛称が決定された後、施設がオープンする
までの間に、施設の完成状況やオープン時の
イベント案内などもDecidim上で共有するこ
とによって、愛称決定に参加したという実感
が生まれることにつながり、施設への親しみや
利用につながっていく流れが作られています。

Decidimにおける若者の参加
　本市におけるDecidimの活用における特徴
は、デジタルネイティブと言われる30代以下
の参加者が全体の約75%に達するという点で
す。Decidimがデジタルツールであることが
若年層を引き付ける一因となっていると考え
ますが、それ以上に、若年層への情報提供と
地域活動への積極的な参加促進が大きく影響
していると考えられます。【図３】

　これまでの対面式でのワークショップは、
参加者が主体的に集い、限られた時間内で具
体的な成果を創出することを目指してきま
した。Decidimのようなオンラインプラット
フォームを導入することで、ワークショップ
開催前における情報共有や意見収集が可能に
なります。また、ワークショップで得られた
成果に基づき、意見をさらにブラッシュアッ
プすることができます。このプロセスにより、
ワークショップに参加できなかった人々もオ
ンラインで意見を提出しやすくなり、施策へ
の貢献がしやすくなっています。
　このように、従来のアナログでの手法も使
いながら、デジタルツール「も」併用するこ
とにより、様々な取り組みが行えるようになっ
ており、その中でも特徴的な活動について紹
介します。
（1）放課後プロフェッショナル
　兵庫県立加古川東高校では、STEAM教育
モデル校として、経済産業省のRESAS（地域
経済分析システム）を使ったデータ分析を通
じた特別講座を実施しています。民間企業の
協力のもと、Decidimを利用して、生徒たち
がアイデアを磨き、企画を形にしています。
また、民間企業のプロボノ活動を通じて、自
らの専門知識や経験を提供し、社会人と学生
との新しいアイデアを作り出すことができま
した。
　Decidimやオンライン会議ツールを使い意
見交換を行った結果、加古川東高校の生徒た
ちからは、地元の靴下を感謝の気持ちを表す
プレゼントとして定着させるという提案、加
古川市の観光を活性化させる提案や空き家対
策に対する提案が出されました。
　提案の過程では、RESASだけの客観分析に
とどまらず、高校生自身が考えた仮説に対し、
短期間で数百人のアンケートを取り、本当に
自分たちのアイデアが実現可能なものかどう
か主観的な分析を取り入れた形でアイデアを
ブラッシュアップしています。
　このようにデータ分析を基にして市民と直
接話をすることで、実際の声を聞き、問題解
決のための方策を考えるという実践的な学び
が行われています。この取り組みは地元の企
業も巻き込み、地域産業の振興にも貢献して

10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉   2⽉ 3⽉

アイデア収集 意⾒収集

構
想

策
定

Decidimによる意⾒収集（オンライン）

ワークショップ等のリアルの場（オフライン）

図３　Decidimの参加状況
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いる「高校生自らが実践する」プロジェクト
へと発展しています。
　2022年２月に、研究成果の発表会を市長、
市職員、関係者向けに開催しました。そこでは、

「今すぐにでも始められそうな素晴らしい提案
であり、この発表で終わりではなく、実現に
向け今後も取り組みたい」との意見が参加者
から出されました。
　高校生からは、「毎日が宝物だった」「人生
の色が変わった」「新しいものの見方を学べた」
との声があり、先生からも「社会で活躍する
人たちと直接話ができることは刺激的で、従
来の教育活動にはなかった新鮮な体験だ」と
いったポジティブな意見がありました。
（2）2040年の加古川駅周辺を考える若者ワー
クショップ

　これまで、加古川駅周辺の公共空間で実施
した実証実験や、高度化見守りカメラから取
得した人流データやシェアサイクルの利用状
況のデータなども活用し、将来の加古川駅周
辺を高校生、大学生と一緒に考えるワーク
ショップを2023年８月に実施しました。
　参加者に3D都市モデルを活用した動画を見
てもらい、グループワークでは、「駅前マップ
で見るアイデア発散」「イマからできそうな駅
周辺の2030年を考える」の二段階で実施しま
した。
　ワークショップやDecidimで出たアイデア
を紹介しつつ、2040年ごろには子育て世代と
なる参加者から「こんな駅前だったら住み続
けたい」と思うようなアイデアを自由に出し
ていただき、グループで共有・議論・ブラッ
シュアップしました。また、提案したアイデ
アの実現可能性を確認するために、それぞれ
の班が駅周辺に出かけ、実際のまちの様子を
感じることで、より実現性のある具体的で理
想的な駅周辺のアイデアに結びつけることが
できました。ワークショップでは、将来のま
ちの姿を考えながら、イメージの共有を図る
とともに、市民との合意形成を図る土台とし
てDecidimを活用することができています。
また、オフラインでのワークショップに加え、
オンラインでも意見募集を行い、いつでもどこ
でも意見を言える環境を整えています。【図４】

地域活動におけるデジタルの活用
　デジタルツールは市民参加に新たな可能性
を生み出していますが、デジタルツールだけ
ですべてを解決するわけではなく、これまで以
上に地道な地域活動が必要であると考えます。
　以前行った高校生とのワークショップで、

「高齢者におけるデジタルデバイド」について
意見を求められたことがありました。デジタ
ルデバイドを「情報格差」と捉えるのであれば、
それはむしろ高校生側に起こっていることで
はないでしょうか。最近では、ソーシャルネッ
トワークで簡単に情報にたどり着くことが可
能となっています。その一方で、事実確認を
せずに与えられた情報を鵜呑みにすることで、
間違った情報を事実として受け取ってしまう
こともあります。
　高齢者の皆さんは、市の広報紙や地域活動
によって、デジタルツールに頼らずとも一次
情報に触れる機会がこれまで多く、また、こ
れまでの経験に裏打ちされたものもあるので
はないかと思います。高齢者における「デジ
タルデバイド」は、むしろ「デジタルリテラ
シー」の問題、すなわちデジタルツールを活
用するスキルの問題だと思っています。逆に、
デジタルリテラシーの高い若者世代が、情報
を正しく理解することや地域活動に参加する
ことで、より良い地域社会がつくれるのでは
ないかと話しています。

図４　�2040年の加古川駅周辺を考える�
若者ワークショップ
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このような対話の中から「共創」が生まれて
くるのではないかと考えます。
　スマートなまちに住むのではなく、スマー
トな市民（スマートシチズン）がまちをつくっ
ていき、そういった市民がデジタルツールも
活用しながらまちを良くしていくことが本来
のスマートシティの姿ではないかと考えます。

今後の展開
　本市における様々なデジタル技術を活用し
た事業はスマートシティを実現するために実
施したのではなく、市民の安全、安心に対す
るニーズを満たし、市民の皆さんが幸せを実
感できるための手段としてデジタル技術を採
用し、それがスマートシティの枠組みとして
捉えられたものにすぎません。
　スマートシティは社会全体にテクノロジー
を導入することを目的とするのではなく、市
民目線でどういったメリットを生み出し、社
会課題を解決できるサービスを実装できるか
が重要と考えます。
　今後もDecidimも活用しながら市民との
様々な対話を生み出し、市民とともに自分た
ちのまちへの愛着を醸成することで、未来に
大きな夢と希望を描ける、真に幸せを実感で
きるまちづくりを進めていきたいと考えてい
ます。

スマートシチズンを作る
　最近、「ウェルビーイング」という言葉をよ
く耳にするようになりました。WHOの定義で
は、「病気や弱っていないことではなく、肉体
的、精神的、社会的にすべてが満たされた状
態にあること」とされています。
　地域のウェルビーイングを考えるワーク
ショップでは、最初に「自分にとってのウェ
ルビーイング（良い状態）」について考えてい
ただきます。最初は、「お菓子を食べること」

「寝ること」「ゲームをやること」「好きな本を
読むこと」「音楽を聴くこと」といった短期的
な物事を挙げますが、長期的な視点でのウェ
ルビーイングを考えてみては、というヒント
を与えると、「生涯の目標があること」「やり
たいことができること」「自分だからできると
思えること」「自分を好きでいられること」と
いった意見が出てきました。
　次に、「あなたの家族にとってのウェルビー
イング（良い状態）」について考えていただく
と、「家族を大切にできること」「他人と自分
を比べないこと」「あえて空気を読まないこと」
などを挙げていました。
　今度は反対に「地域にとってのイルビーイ
ング（悪い状態）」について考えてもらいまし
た。そうすると「経済的格差」「教育や社会サー
ビスへのアクセス不足」「社会的孤立」「犯罪
の増加」「環境汚染」など次々と挙げられます。
　そして、最後に「地域にとってのウェルビー
イング（良い状態）」について考えてもらうと、

「多様な価値観を受け入れること」「社会に貢
献できること」「地域とのつながりがあること」
など挙げてくれました。
　こうしたウェルビーイングに対する具体的な
イメージを持った上で、地域課題への解決方
法について考えていただくようにしています。
　具体的な課題が明確になることで、その解
決方法の一つとしてデジタルツールを利用す
ることが考えられますが、最初からデジタル
ツールの導入や開発を目的にすると、そもそ
も何を解決するのかが不明になり、目的と手
段が入れ替わってしまうということが発生し
てしまいます。
　まずは、身の回りや住んでいる地域のこと
について「自分ごと」として捉えていただき、
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1998年加古川市役所入庁。人事部門や情報部門を
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